
平成 23 年 12 月 22 日 

各  位 

会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 佐々木英輔 

（コード番号 3731 東証マザーズ） 

問合せ先 管理統括部副部長 石原瑞樹 

（ＴＥＬ．022- 722- 0333 ） 

 

 

（訂正）「平成 18 年 10 月期 中間決算短信（連結）」及び 

「平成 18年 10 月期 個別中間財務諸表の概要」の一部訂正に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 23 年 12 月 22 日付「訂正有価証券報告書等の提出及び過年度決算短信等の一部訂正に関

するお知らせ」で開示いたしましたとおり、当社における不適切な取引及び訂正の対象となり得る会計処

理が判明したことを受け、決算短信等の訂正を行いましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、平成 18 年 10 月期半期報告書に掲載されている訂正後の中間連結財務諸表および中間財務諸表に

つきましては、清和監査法人の監査を受けております。 

訂正箇所が多岐にわたっており正誤表による形式では分かりづらくなることから、訂正後の全文を添付

し訂正箇所には下線を付して表示しております。また、参考として訂正前の全文を添付しております。 

 

記 

訂正を行う決算短信等 

「平成 18年 10 月期 中間決算短信（連結）」 

「平成 18年 10 月期 個別中間財務諸表の概要」 

（公表日）平成 18 年 6月 15 日 

以上 

 

 

 

 



 

 

平成 18 年 10 月期    中間決算短信（連結）       平成 18 年 6 月 15 日 

上 場 会 社 名        株式会社京王ズ            上場取引所     東証マザーズ 
コ ー ド 番 号         3731            本社所在都道府県   宮城県 
（ＵＲＬ  http://www.keiozu.co.jp ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長   氏名 佐々木 英輔 
問合せ先責任者 役職名 取締役経営企画室長 氏名 深野 道照    ＴＥＬ (022)722－0333 
決算取締役会開催日 平成 18 年 6月 15 日 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 18 年 10 月中間期の連結業績（平成 17 年 11 月 1 日～平成 18年 4 月 30 日） 
(1) 連結経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 4 月中間期 
17 年 4 月中間期 

2,864  2.2
2,802   －

△183   －
115   －

△6   －
139   －

17 年 10 月期    6,048     △68         428 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

18 年 4 月中間期 
17 年 4 月中間期 

△633   －
24   －

△33,146 74
1,415 75

－ －
－ －

17 年 10 月期         140 7,717 99 7,716 29
(注)①持分法投資損益  18 年 4 月中間期 － 百万円 17 年 4 月中間期 － 百万円 17 年 10 月期 －百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 18 年 4 月中間期 19,097 株 17 年 4 月中間期 17,517 株 17 年 10 月期 18,161 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 4 月中間期 
17 年 4 月中間期 

6,277 
5,916 

2,585
2,960

41.2 
50.1 

124,824 15
157,531 80

17 年 10 月期 5,437 3,076 56.6 163,668 45
(注)期末発行済株式数（連結）18 年 4 月中間期 20,710 株 17 年 4 月中間期 18,795 株 17 年 10 月期 18,795 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 4 月中間期 
17 年 4 月中間期 

△271 
402 

△1,581
△913

1,295 
1,064 

963
911

17 年 10 月期 570 △136 729 1,520

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 2 社  持分法適用非連結子会社数 －社  持分法適用関連会社数 －社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) －社 (除外) －社    持分法 (新規) －社 (除外) －社 
 
２．18 年 10 月期の連結業績予想（平成 17 年 11 月 1 日～平成 18 年 10 月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期       6,350       △200       △900 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） △43,457 円 27 銭 
 
 
 
 

 

※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであります。

 実際の業績は、今後、様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 



 

 

1.企業集団の状況 

 当社の企業集団は、当社（株式会社京王ズ）並びに子会社（株式会社ＩＪＴ、株式会社ノーブルコ

ミュニケーション）により構成され、通信事業と飲食事業を 2 本柱に、不動産賃貸事業を加えて展開

いたしております。子会社 2 社の事業の内容は、両社ともコールセンターの運営によるアウトバウン

ドのテレマーケティング事業であります。 

 

（1）事業内容 

  1.通信事業    通信事業は、移動体通信キャリアの販売代理店事業及びコールセンターによ

るテレマーケティング事業であります。 

  2.飲食事業    直営店舗による焼肉店舗・和食店舗の経営であります。 

  3.不動産賃貸事業 自社保有のショッピングモールのテナントからの賃貸収入事業であります。 

 

（2）事業系統図 

 

（通信事業） 
 

 

 

 
 契約取次 契約取次 契約取次 

 機器販売 機器販売 機器販売 契約取次 

 

 

 

 

 

 

 
 

 機器卸売 支払手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 
 機器仕入 受取手数料 受取手数料 

 

 

 

 
 

 

  （注）株式会社アイ・イーグループは、株式会社光通信のグループ会社であります。 
 

 

 

一 般 ユ ー ザ ー 

当社株式会社 京王ズ（一次代理店） 

店舗営業 

ボーダフォンショップ（専売店） 

エーユーショップ（専売店） 

 

ボーダフォンショップ 

（専売店）の業務委託 

移動体通信キャリア 

ボーダフォン（株）／ＫＤＤＩ（株） 

二次代理店 

株式会社 

 アイ・イーグループ (注) 

株式会社 

ノーブルコミュニ 

ケーション 

（連結子会社） 

株式会社 

IJT 

（アイジェーティー）

（連結子会社）



 

 

（飲食事業） 
 

 

 

 

 飲食の提供 飲食の提供 飲食の提供 
 

 

 

 

 

 

 

 

食材の仕入     食材の仕入                食材の仕入 
 

 

 

 

 

 

 

食材の仕入       食材の仕入       食材の仕入          食材の仕入 
 

 

 

 

 

 

 

（注）各店舗は、一部食材を当社センターキッチンにて加工後、各店舗へ納品いたします。 

 

 

 

（３）関係会社の状況  

 

名  称 住  所 資本金 

議決権 

所有割合 

（%） 

主要な事業の内容 

（連結子会社） 

株式会社ノーブルコミュニケーション 

 

秋田県秋田市

百万円 

90

 

60

 

コールセンターによる 

テレマーケティング事業 

（連結子会社） 

株式会社ＩＪＴ 

（アイジェーティー） 

 

宮城県仙台市

百万円 

90

 

100

 

コールセンターによる 

テレマーケティング事業 

 

一 般 消 費 者 

焼肉店舗 

 焼肉番所 やき組 

焼肉市場 あちち 

和食店舗 

  四季の和膳 たろうあん 

当社センターキッチン 

各 仕 入 先 業 者 

和食店舗 

   自然派厨房 さくら 



 

 

2.経営方針 

 

（１）会社の経営の基本方針 
   当社及び当社グループの経営方針は、通信事業の総合化と飲食事業における多店舗化の推進により、安定 

的に株主への利益配分をはかり、かつ、地域社会へ貢献することであります。 

お客様第一主義を実践し続けるための、QSC の確立を全てに最優先させる事業体制にしております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

   当社は、利益配分につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、将来の事業展開と経営

体質の強化のため必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本としてお

ります。 

内部留保につきましては、出店投資及び既存店舗の活性化、新業態開発のために充当し、収益向上を目指し

てまいりたいと考えております。 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方 

   当社は、株式の流動性の向上について、経営の重要課題の一つとして認識しております。当中間連結会計

期間につきましては、流動性向上が図られていると認識しておりますが、今後も一段と個人投資家が参加し

易い環境整備に努めるとともに、業績を勘案しながらその費用ならびに効果を慎重に検討しつつ、株主利益

の最大化及び個人投資家層の一層の拡大並びに株式の流動性の向上に努める所存であります。 

 

（４）目標とする経営指標 

   当社は、当社成長の原点である通信事業の拡充を重点目標の 1 つとし、テレマーケティング事業の拡大に

努めるとともに、リスク分散を図るとの方針に則り、通信事業と飲食事業に経営資源を分散させております。 

今後の目標としまして、通信事業では総合通信業の確立を目指して事業拡大を図りつつ、収益の安定化を目

指してまいります。 

飲食事業では既存店の強化を第一課題として取り組みつつ、新規出店を強化し店舗拡大による効率化を図り

収益の向上を目指してまいります。 

経営指標としては、売上高経常利益率 5%以上を安定的に確保することを目標とし、企業価値の最大化を目

指してまいります。 

 
（５）中長期的な会社の経営戦略 

   当社は既存の事業部門の強化を第一に取組みつつ、事業フィールドの拡大も視野にいれ、関連事業分野に

於ける積極的な M&A 等の活用も取り込んでまいります。 

 

   既存事業における、現状の基本戦略は次のとおりであります。 

  ①通信事業における総合通信業の確立 

   通信事業においては収益の安定性をさらに図るべく、総合通信業としての拡大を図ってまいります。 

具体的な施策は以下の通りであります。 
・移動体通信機器販売事業のショップ営業体制の強化を図り、一段と激化する移動体通信キャリア間競争

に対応を行ってまいります。特に、ボーダフォン社からのソフトバンク社へのキャリア変更にはスムー

ズな対応をはかり、移動体通信事業の拡大に努めてまいります。 

また、今秋に予定されております「番号継続制度（ナンバーポータビリティー制度）」を見据えた店舗強

化を行ってまいります。 

・テレマーケティング事業の拡大を目指し、当中間連結会計期間に第三拠点として仙台市太白区に長町コー

ルセンターを開設いたしました。また、商材の開発力及び人材育成システムの構築を行います。 

 商材につきましては、通信関連商材の拡大のみならず、専門性、管理面、人材面において、今まで以上の

クオリティーが求められる保険事業に進出し、この分野の一層の強化を進めるとともに、世の中の変化に

対応した商材拡大にも努めてまいります。 

 

  ②飲食事業における新規業態開発及び店舗拡大 

今後の事業展開としては以下を想定しております。 

   ・焼肉店舗については、既存店舗の活性化をはかるとともに、低コスト店舗として立ち上げました「焼肉 

市場あちち」と「焼肉番所やき組」の 2 業態を地域マーケット等に考慮し、バランスを考えた出店を進め 

てまいります。 

・和食店舗についての店舗拡大は、「自然派厨房さくら」を主体として進めてまいりますが、ビュッフェ形

式であり、かつ食材にこだわる等のコンセプトを満たしつつ多店舗展開を進めるためのスキームの構築も

目指してまいります。 
・引き続き「食の安全性」を考慮した商品開発はもちろん、店舗デザインなど顧客満足度の向上につながる

差別化を考慮しながら、価格競争力を備えた業態開発を進めております。 

 

 



 

 

（６）会社の対処すべき課題 

当社の事業は、通信事業と飲食事業と異なる領域にわたることで、人材面での充実、育成は緊急の課題であ

ると認識しております。 

  本部機能の強化はもとより、お客様と直接対応している店舗、現場での、ＱＳＣの確立を基本に、人材の育

成、店舗力の向上を図ってまいります。  

飲食事業における、和・焼肉業態での多店舗政策を展開していく場合に、仕入・物流面が重要であり、従前か

ら取組んでおります物流効率化を進めてまいります。 

事業分野の拡大を視野に入れ、既存事業の伸張を図っていく上で、取締役を 1 名増員し 4 名体制としており

ますが、今後も経営組織の強化が課題であり、早急に対応してまいります。 

 
（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 ①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、継続的に企業価値を高めていくためには、企業活動を律する枠組みを通じて経営を動機づけ、ある

いは監視することが欠かせないことであると認識いたしております。また、現代の経済社会における企業の活

動は、多様な利害関係者との調整なしには成立しえず、企業の活動が公正かつ透明に、社会全体に対して説明

可能なものとして遂行されることが必要であると認識いたしております。 

そこで、当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の最重要課題の 1つと位置付け、以下のような基

本方針のもと、より一層の充実を図ってまいります。 

(a) 変化の激しい経営環境のなか、迅速・的確に経営情報を把握し、機動的に意思決定を行うことを基本と

しつつ、同時に、取締役会・監査役による経営の監督を充実させ、株主に対するアカウンタビリティー

が確保されるよう努めてまいります。 

(b) 会社の財務状況、業績その他重要事項についての適時適切な情報開示（ディスクロージャー）を保証す

ることに努めてまいります。 

(c) 内部監査部門の強化等を通じてコンプライアンス（法令遵守）の徹底に努めてまいります。 

 

 ②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

    経営体制の整備と内部統制の充実を図る目的で、取締役会は月 1 回の定例取締役会のほか、必要に応じ機

動的に臨時取締役会を開催するなど、経営監視機能を強化し、経営の透明性を高めております。当中間連結

会計期間では、取締役会は、法令や定款・諸規程で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとと

もに、各取締役の業務執行状況を監督しております。 

監査役会は、社外監査役 2 名を含んだ 3 名の体制で、監査役制度の充実を図っております。監査役は毎回取

締役会にも出席し、必要あるときは積極的に発言するなど監査機能の強化に努めております。 

会計監査人はあずさ監査法人に依頼しており、監査役及び内部監査部門とも連携をとって監査を実施してお

ります。 

 

  

 
株 主 総 会 

 

                    

  選任・解任   選任・解任       選任・解任  

                    

   監査   

 
会計監査人 

 
取締役会 

    
監査役（会） 

 

                    

       選任・解任 報告      

       監督        
監査役室 

 

                   

              

     
代表取締役 

         

                   

  

会

計

監

査 
  指揮・        連携  

     命令  
経営会議 

 報告       

            調整       

                    

    リスク管理   

       
経営企画室 

 
業務管理部 

 

            

        内部監査  

    

各事業部 

       

内部監

査担当 

コンプラ

イアンス

担当  



 

 

 

情報開示につきましては、重要事項に関し、適時適切な開示を行うとともに、株主をはじめとするステーク

ホルダーが公平かつ容易に情報にアクセスできる機会を確保するため、当社ホームページでの開示情報の内容

の充実を図っております。また、社内体制を整備し IR 活動の強化にも努めております。 

コンプライアンス体制につきましては、業務管理部に内部監査担当及びコンプライアンス担当を配置し、法

令・社内規則等の周知・徹底を図り、かつ、その遵守状況を定期的にモニタリングしております。また、業務

管理部は、リスク管理担当部署や監査役とも連携し、社内規則及び業務マニュアル等を整備するなどして、コ

ンプライアンス体制の充実を図ってまいります。 

 

（8）親会社等に関する事項 

 
該当する事項はありません。



 

 

３．経営成績及び財政状態 

 

（１）経営成績 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の拡大に加え民間設備投資の増加、個人消費の伸び、更に雇

用情勢も改善していることから、景気は堅調に拡大しているものの、都市部・地方との地域間格差があり、また、原

油価格の高騰や、例年にない大雪の影響による野菜等の高騰、ＢＳＥ問題の再問題化等当社を取り巻く環境は厳しい

状況にあったと考えております。 

このような状況下で、当社の通信事業においては、主力であります、ボーダフォン社がソフトバンク社へと経営体

制が変わる状況の中、前期に引き続き、専売店を主体とした店舗営業の強化を行ってまいりました。教育、システム

化によるショップ強化策及び店舗移転等の設備投資も順次行ってまいります。 

一方、コールセンターの運営による、テレマーケティング事業につきましては、第 3 拠点として、仙台市に長町コ

ールセンターを開設し、更なる拡大に取組んでおります。 

先行投資として新たに始めております保険事業につきましては、順調にスタートしておりますが、従来から扱って

おります通信分野の商材については、不透明な状況が続いており、売上高が伸悩む状況でありました。 

飲食事業に関しては、焼肉事業はＢＳＥ問題以降の様々な環境に対応すべく、既存店舗の店舗力向上を図るととも

に、メニュー改編や積極的な販促施策等を行ってまいりました。まだまだ足元も厳しい状況が続く中、最悪期は脱し

た状況であり、下期以降拡大に努めてまいります。 

焼肉事業として「焼肉番所やき組」とはコンセプトの異なる焼肉店舗「焼肉市場あちち」の 2 号店を仙台市太白区

にオープンし、コスト競争力のある業態としての展開をしております。 

和食事業におきましては、「自然派厨房さくら」を中心に、新メニューの投入、積極的販促等を行いましたが、当中

間連結会計期間においては、計画を下回る売上高で推移するとともに、季節要因等による原材料コストの上昇等によ

る利益圧迫をカバーできるまでにはいたっておりません。 

当中間連結会計期間では、前期に引続き飲食事業の足場固めの時期とし、来期以降の拡大のための整備を行ってお

ります。 

不動産賃貸事業につきましては、自社保有不動産であります、泉パワーモールのテナントによる賃貸収入は安定的

に推移しております。 

 

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高では前期並みを確保しておりますが、原価率の上昇による営業利

益の低迷およびテレマーケティング事業における先行投資による販売管理費等の増加によるコスト上昇をカバーする

状況にはいたっておりません。 

また、当中間連結会計期間における減損会計による特別損失は 574,059 千円であります。 

当中間連結会計期間において、売上高 2,864,186 千円（前年同期比 2.2％増）、営業損失 183,171 千円（前年同期は

115,237 千円の営業利益）、経常損失 6,531 千円（前年同期比は、139,840 円の経常利益）、中間純損失 633,000 千円（前

年同期は 24,800 千円の中間純利益）となっております。 

 

（２）財政状態 

  ①当中間連結会計期間における資産、負債及び資本の状況 

   資産は 6,277,477 千円であり、前連結会計年度末に比べて 839,647 千円の増加となりました。これは主として投



 

 

資有価証券の増加によります。 

   負債は 3,629,379 千円であり、前連結会計年度末に比べて 1,317,031 千円の増加となりました。これは主として

新株予約権付社債の発行および長期借入金の増加によります。 

   資本は 2,585,108 千円であり、前連結会計年度末に比べて 491,040 千円減少となりました。これは主として利益

剰余金の減少によります。 

 ②キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資有価証券の取得による支出および税

金等調整前中間純利益の減少等により、557,321 千円減少し、当中間連結会計期間末には 963,067 千円となりまし

た。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により減少した資金は、271,782 千円（前中間連結会計期間は 402,210 千円の増加）となりました。 

 これは主に、税金等調整前当期純損失 560,436 千円、売上債権の増加 136,568 千円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により減少した資金は、1,581,131 千円（前中間連結会計期間は 913,618 千円の減少）となりました。 

 これは主に、投資有価証券の取得による支出 2,108,299 千円および有形固定資産の取得による支出 259,579 千円

等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により増加した資金は、1,295,592 千円（前中間連結会計期間は 1,064,527 千円の増加）となりました。 

 これは主に、長期借入れによる収入 1,000,000 千円および新株予約権付社債の発行による収入 592,553 千円等に

よるものであります。 

 

なお、各種指標の数値は次のようになっております。 

 平成16年 10月期

 

平成 17 年 4月期

 

平成17年10月

 

平成18年4月期 

 

 

自己資本比率 66.4％ 50.1％ 56.6％ 41.2％ 

時価ベースの自己資本比率 37.3％ 43.2％ 79.2％ 43.9％ 

債務償還年数 －年 4.1 年 2.5 年 －年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ －倍 42.5 倍 23.9 倍 －倍 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業活動によるキャッシュフロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるキャッシュフロー／利払い 

※キャッシュフローは、営業活動によるキャッシュフローを利用しております。有利子負債は貸借対照表に 

計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております。 

※利払いは、キャッシュフロー計算書の利息の支払額を利用しております。 



 

 

（3）当期の業績見通し（平成 17 年 11 月 1 日～平成 18 年 10 月 31 日） 

   通期の見通しにつきましては、引き続き当社にとっては厳しい事業環境が続くと予想されますが、通信事業にお

いては、総合通信業への確立スピードを高めるとともに、慎重な事業運営に努めてまいります。特に、テレマーケ

ティング事業における、先行投資である保険事業については収益化のスピードアップに努めるとともに、商材拡大

に努めてまいります。 

一方、飲食事業においては、既存店の店舗毎の収益力を高めることに集中するとともに、下期に「焼肉市場あち

ち」の出店をすすめてまいります。 

なお、既存店につきましては、減損会計導入による不採算部分への対応も図ってまいります。 

この結果、次期の連結及び個別業績見通しにつきましては、下記とおりとなります。 

（連結） 

 売上高（百万円） 経常利益（百万円） 当期純利益（百万円） 

平成 18 年 10 月期予想 6,350 △200 △900 

（個別） 

 売上高（百万円） 経常利益（百万円） 当期純利益（百万円） 

平成 18 年 10 月期予想 4,800   80 △771 

 



 

 

４.事業等のリスク 

  

  当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。

なお、当社は、これらリスク発生の可能性を認識したうえで発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であり

ます。 

 

 （1）通信事業 

     移動体通信機器の販売代理店事業では、市場の成熟・競争激化により、一段と厳しさが増しております。販売

代理店事業では、移動体通信キャリアが提供する、移動体通信サービスへの加入契約の取次ぎ等を行う事により、

手数料を収受しており、移動体通信キャリアの事業方針等大幅な取引条件の変更等が生じた場合には、当社グル

ープの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

    また、現状のコールセンター事業においては、アウトバウンドによるテレマーケッティングを主に行っている

状況において、扱う商材の手数料条件等の変動による当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

    両事業では、顧客情報管理については、最重要課題として体制構築に取組んでおりますが、不足の事態により

顧客情報に係る紛失、漏洩等が発生した場合、当社グループに対する信頼性の失墜、損害賠償請求等により、財

政状態及び業績に多大な影響を及ぼす可能性があります。 

 （2）飲食事業 

    飲食事業における経営環境は、ＢＳＥ問題に見られるように、食の安全性をめぐる問題が外食産業全体に影響

を及ぼしております。当社としても消費者保護を基本として食品の安全性を確保するために必要な措置を適切に

講ずる対応を強化しておりますが、当社の個別的要因ではなく、社会的外的要因により、財政状態及び業績に多

大な影響を及ぼす可能性があります。 

    店舗の営業、業務の遂行におきましては、事故や災害の被害が発生しないように、充分な注意と必要な対応を

準備しておりますが、想定を大きく超えるような事故や災害が発生した場合、営業活動の中断や事後対応等によ

り当社グループの経営・財務内容に重要な影響を与える可能性があります。 

   特に、飲食店舗は宮城県を中心に展開しており、宮城県沖地震等の大規模災害が発生した場合は、当社グループ

に重要な影響を与える可能性があります。 

 （3）不動産賃貸事業 

    不動産賃貸事業では、宮城県沖地震等の大規模災害が発生した場合は、飲食事業同様に、当社グループに重要

な影響を与える可能性があります。 

 



 

 

中間連結財務諸表等 

中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

 

 
前中間連結会計期間末 

(平成17年4月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年4月30日) 

前連結会計年度末の 

要約連結貸借対照表 

(平成17年10月31日) 

区 分 
注記 

番号 
金 額 (千円) 

構成比

(%)
金 額 (千円) 

構成比 

(%)
金 額 (千円) 

構成比

(%)

（資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

１． 現金及び預金 

２． 売掛金 

３． 有価証券 

４． たな卸資産 

５． その他 

貸倒引当金 

 

 

※２ 

 

 

1,211,945 

553,169 

370,880 

56,317 

196,177 

△182 

1,163,319

421,198

200,685

53,467

269,965

△228

  

 

1,720,632 

286,123 

300,915 

44,738 

143,907 

△316 

 流動資産合計 

Ⅱ 固定資産 

１ .有形固定資産 

(１) 建物及び構築物 

(２) 土 地 

(３) その他 

 

 

※１ 

※２ 

※２ 

※２ 

 

 

 

1,052,573 

596,410 

111,817 

2,388,308 40.4

714,650

538,984

232,229

2,108,407 33.6  

 

 

1,024,664 

596,410 

151,143 

2,496,001 45.9

有形固定資産合計 

２ 無形固定資産 

３ 投資その他の資産 

（１）投資有価証券 

（２）長期貸付金 

（３）役員及び役員保有

会社に対する金銭債権 

 （４）敷金・保証金 

 （５）その他 

貸倒引当金 

1,760,801 

181,630 

 

605,000 

415,299 

 

― 

296,806 

245,701 

― 

1,485,864

168,348

1,328,723

295,460

364,898

277,060

230,708

△154

 1,772,218 

149,465 

 

10,000 

431,218 

 

― 

313,269 

248,279 

― 

投資その他の資産合計  1,562,807 2,496,696  1,002,766 

固定資産合計   3,505,239 59.2 4,150,908 66.1  2,924,450 53.8

Ⅲ 繰延資産   22,799 0.4 18,160 0.3  17,377 0.3

資産合計   5,916,347 100.0 6,277,477 100.0  5,437,829 100.0

     



 

 

 

 

 

 
前中間連結会計期間末 

(平成17年4月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年4月30日) 

前連結会計年度末の 

要約連結貸借対照表 

(平成17年10月31日) 

区 分 
注記 

番号 
金 額 (千円) 

構成比

(%)
金 額 (千円) 

構成比 

(%)
金 額 (千円) 

構成比

(%)

（負債の部） 

Ⅰ 流動負債 

１． 買掛金 

２． 短期借入金 

３． 一年以内償還予定社

債 

４． 未払金 

５． 未払法人税等 

６． 未払消費税等 

７． 賞与引当金 

８． その他 

 

 

 

※２ 

 

 

 

221,736 

562,800 

110,000 

684,823 

134,397 

51,822 

33,433 

61,255 

205,681

770,250

110,000

511,610

40,288

10,093

33,829

63,097

  

 

241,171 

595,250 

110,000 

382,775 

61,418 

48,255 

56,466 

58,919 

 流動負債合計 

Ⅱ 固定負債 

１． 社債 

２． 新株予約権付社債 

３． 長期借入金 

４． その他 

 

 

 

 

※２ 

 

 

590,000 

－ 

350,250 

59,349 

1,860,268 31.4

480,000

350,000

780,000

274,528

1,744,851 27.8  

 

535,000 

－ 

122,400 

100,690 

1,554,257 28.6

固定負債合計   999,599 16.9 1,884,528 30.0  758,090 13.9

   負債合計   2,859,867 48.3 3,629,379 57.8  2,312,347 42.5

（少数株主持分） 

少数株主持分 

（資本の部） 

Ⅰ 資本金 

Ⅱ 資本剰余金 

Ⅲ 利益剰余金 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

Ⅴ 自己株式 

  

95,669

1,399,925

1,364,025

196,840

18

－

1.6

23.7

23.1

3.3

0.0

－

62,989

1,524,926

1,489,023

△339,589

△89,149

△103

 

1.0 

 

24.3 

23.7 

△5.4 

△1.4 

△0.0 

 

49,333

1,399,925

1,364,025

312,206

△8

－

0.9

25.8

25.1

5.7

△0.0

－

  資本合計   2,960,810 50.1 2,585,108 41.2  3,076,148 56.6

負債・少数株主持分及び資本合計   5,916,347 100.0 6,277,477 100.0  5,437,829 100.0

  9,999,999 9,999,999  9,999,999 



 

 

②中間連結損益計算書 

 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年11月 1日 

至 平成17年 4月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年11月 1日 

至 平成18年 4月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成16年11月 1日 

至 平成17年10月31日) 

区  分 
注記 

番号 
金額(千円) 

百分比

(%)
金額(千円) 

百分比 

(%) 
金額(千円) 

百分比

(%)

Ⅰ 売上高 

Ⅱ 売上原価 

  2,802,256

1,358,574

100.0

48.5

2,864,186

1,450,068

100.0 

50.6 

 6,048,597

2,832,057

100.0

46.8

   売上総利益 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

1. 給与・手当 

2. 賞与引当金繰入額 

3. 地代家賃 

4. その他 

  

 

603,735 

19,652 

164,804 

540,252 

1,443,681

1,328,444

51.5

47.4

711,313

26,977

203,418

655,579

1,414,118

1,597,289

49.4 

 

 

 

 

55.8 

 

 

1,454,541 

65,355 

368,797 

1,359,968 

3,216,540

3,284,662

53.2

54.3

営業利益又は営業損失（△）   115,237 4.1 △183,171 △6.4  △68,122 △1.1

Ⅳ 営業外収益  

1. 受取利息 

2. 業務手数料 

3. 投資有価証券売却益 

4. ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ手数料収入 

5. 補助金収入 

6. その他 

  

2,342 

28,463 

6,750 

－ 

－ 

6,221 43,777 1.6

2,919

－

78,677

750

117,025

2,745 202,117

 

 

 

 

 

 

7.1 

 

4,660 

－ 

482,450 

－ 

－ 

47,865 537,042 8.9

Ⅴ 営業外費用 

1. 支払利息 

2. 新株発行費償却 

3. 社債発行費償却 

4. 貸倒引当金繰入額 

5. 投資有価証券売却損 

6. 支払保証料 

7. 支払手数料 

8. その他 

  

8,631 

2,155 

3,266 

－ 

2,600 

2,158 

－ 

361 19,174 0.7

12,110

2,155

4,507

－

－

1,836

4,868

－ 25,478

 

 

 

 

 

 

 

 

0.9 

 

23,287 

4,310 

6,533 

48 

－ 

4,298 

－ 

1,584 40,063 0.7

経常利益又は経常損失(△)   139,840 5.0 △6,531 △0.2  428,855 7.1

Ⅵ 特別利益 

1. 固定資産売却益 

2. 営業譲渡益 

3. 店舗移転助成金 

4. 賞与引当金等戻入 

5. 貸倒引当金戻入 

6. 過年度社会保険料修正益 

7. 過年度損益修正益 

8. 資金受贈益 

 

※３ 

 

 

 

 

 

※６ 

 

－ 

－ 

－ 

17,559 

6,847 

－ 

－ 

－ 24,406 0.9

658

3,733

3,648

－

95

2,639

40,582

5,175 56,534

 

 

 

 

 

 

 

 

2.0 

 

－ 

－ 

－ 

17,559 

6,847 

－ 

－ 

－ 24,406 0.4

Ⅶ 特別損失 

1. 固定資産除却損 

2. たな卸資産廃棄損 

3. 店舗移転費用 

4. 店舗整理損 

5. 減損損失 

 

※１ 

 

 

※２ 

※４ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ － －

894

－

2,752

32,732

574,059 610,439

 

 

 

 

 

21.3 

 

646 

6,006 

－ 

91,779 

－ 98,432 1.6

税金等調整前中間(当期)純利益又は 

税金等調整前中間純損失(△) 

  164,246 5.9 △560,436 △19.6  354,828 5.9

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

 102,960 

△10,692 92,268 3.3

50,843

△5,628 45,214

 

1.6 

137,503 

40,316 177,819 3.0

少数株主利益   47,178 1.7 27,349 1.0  36,842 0.6

中間(当期)純利益又は中間純損失(△)   24,800 0.9 △633,000 △22.1  140,166 2.3

  9,999,999 9,999,999  9,999,999 



 

 

③中間連結剰余金計算書 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年11月 1日

至 平成17年 4月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年11月 1日

至 平成18年 4月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年11月 1日

至 平成17年10月31日)

区  分 
注記 

番号 
金 額 (千円) 金 額 (千円) 金 額 (千円) 

(資本剰余金の部)        

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1,278,335 1,364,025  1,278,335

Ⅱ 資本剰余金増加高    

1.増資による新株式の発行  85,690 －  85,690 

2.新株予約権付社債の新株予約権 

の行使による新株式の発行 

 

－ 85,690 124,998

 

124,998 

 

－ 85,690

Ⅲ 資本剰余金中間期末 

(期末)残高 

 

1,364,025

 

1,489,023 

 

 1,364,025

    

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高  205,870 312,206  205,870

Ⅱ 利益剰余金増加高    

1.中間（当期）純利益  24,800 24,800 － － 140,166 140,166

Ⅲ 利益剰余金減少高    

1.中間純損失  － 633,000  － －

2.配当金  33,830 33,830 18,795 651,795 33,830 33,830

Ⅳ 利益剰余金中間期末 

(期末)残高 

 

196,840

 

△339,589 

 

 312,206

  99,999,999 99,999,999 99,999,999 99,999,999 99,999,999 99,999,999



 

 

④中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成16年11月 1日 

至 平成17年 4月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年11月 1日 

至 平成18年 4月30日)

前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・フロー計算書

(自 平成16年11月 1日 

至 平成17年10月31日)

区  分 
注記 

番号 
金 額（千円） 金 額（千円） 金 額（千円） 

Ⅰ営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

1.税金等調整前中間（当期）純利益 

 又は税金等調整前中間純損失(△) 

2.減価償却費 

3.減損損失 

4.連結調整勘定償却額 

5.貸倒引当金の増減（△）額 

6.賞与引当金の増減（△）額 

7.受取利息 

8.支払利息 

9.投資有価証券売却益 

10.固定資産除却損 

11.店舗整理損 

12.過年度損益修正益 

13.資金受贈益 

14.売上債権の増（△）減額 

15.たな卸資産の増（△）減額 

16.前払費用の増（△）減額 

17.未収入金の増（△）減額 

18.未収消費税等の増（△）減額 

19.未払消費税等の増減（△）額 

20.仕入債務の増減（△）額 

21.未払金の増減（△）額 

22.その他 

 

164,246

85,006

―

―

△6,838

△4,284

△2,342

8,631

△6,750

―

―

―

―

△113,472

△12,129

△3,955

△2,963

7,727

42,924

40,481

99,941

120,808

△560,436

61,569

574,059

42,147

65

△22,637

△2,919

12,110

△78,677

894

32,732

△40,582

△5,175

△136,568

△8,728

△24,701

325

△3,956

△37,265

△35,490

12,416

13,308

354,828

183,069

―

42,147

△6,703

18,749

△4,660

23,287

△482,450

646

91,779

―

―

153,574

△551

4,042

24,764

7,727

39,357

59,916

6,797

186,631

小計  417,033 △207,512 702,954

21.利息及び配当金の受取額 

22.利息の支払額 

23.法人税等の支払額 

24.法人税等の受取額 

25.その他 

 450

△9,473

△7,431

1,631

―

356

△12,452

△58,760

514

6,071

922

△23,832

△111,115

1,631

―

営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ  402,210 △271,782 570,559

Ⅱ投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

1.定期預金の預入による支出 

2.定期預金の払戻による収入 

3.有価証券の取得による支出 

4.有価証券の売却による収入 

5.投資有価証券の取得による支出 

6.投資有価証券の売却による収入 

7.有形固定資産の取得による支出 

8.有形固定資産の売却による収入 

9.連結範囲の変更を伴う子会社 

株式の取得による支出 

10.貸付による支出 

11.役員に対する金銭債権の増加に 

伴う支出 

12.役員に対する金銭債権の回収に 

伴う収入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△200,007

350,000

△130,051

229,970

△995,050

404,200

△506,657

―

―

△56,788

―

―

－

－

△59,970

160,255

△2,108,299

675,367

△186,079

3,586

―

△2,000

△450,000

416,500

△200,024

450,007

△200,098

369,935

△1,150,050

1,632,500

△690,064

―

△238,396

△83,385

―

―

 



 

 

 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年11月 1日

至 平成17年 4月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年11月 1日

至 平成18年 4月30日)

前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・フロー計算書

(自 平成16年11月 1日

至 平成17年10月31日)

区  分 
注記 

番号 
金 額（千円） 金 額（千円） 金 額（千円） 

13.敷金・保証金の差入による支出 

14.敷金・保証金の返還による収入 

15.その他 

 △10,153

800

120

△31,487

1,000

△3

△28,663

1,662

150

投資活動によるキャッシュ・フロー  △913,618 △1,581,131 △136,426

Ⅲ財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

1.短期借入れによる収入 

2.短期借入金の返済による支出 

3.長期借入れによる収入 

4.長期借入金の返済による支出 

5.長期未払金の返済による支出 

6.社債の発行による収入 

7.社債の償還による支出 

8.新株予約権付社債の発行による収入 

9.株式の発行による収入 

10.配当金の支払額 

11.少数株主への配当支払額 

12.自己株式取得による支出 

 

170,000

△150,000

400,000

△112,300

△61,637

680,400

―

―

171,380

△33,315

―

―

―

△30,000

1,000,000

△137,400

△56,046

―

△55,000

592,553

―

△18,410

―

△103

370,000

△320,000

400,000

△337,700

△110,319

680,400

△55,000

―

171,380

△33,491

△36,000

―

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ  1,064,527 1,295,592 729,269

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― ―

Ⅴ現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△）  553,120 △557,321 1,163,403

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高  356,985 1,520,388 356,985

Ⅶ連結子会社増加に伴う現金及び現金 

同等物の増加額 
 1,603 ― 356,985

Ⅷ現金及び現金同等物の中間期(期末) 

残高 
 911,709 963,067 1,520,388

   

 

 



 

 

中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年11月 1日 

至 平成17年 4月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月 1日 

至 平成18年 4月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年11月 1日 

至 平成17年10月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

㈱ノ―ブルコミュニケ―ション 

㈱ＩＪＴ 

（注）ＩＪＴは平成17年4月1日の株式取

得に伴い、みなし取得日を当中間連結会

計期間末としております。 

 

(2)非連結子会社の名称等 

㈱遠雷 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は小規模であり、総資産、

売上高、中間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

㈱ノ―ブルコミュニケ―ション 

㈱ＩＪＴ 

 

 

 

 

(2)非連結子会社の名称等 

同    左 

 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

㈱ノ―ブルコミュニケ―ション 

㈱ＩＪＴ 

株式会社ＩＪＴは、当連結会計年度にお

いて、新たに当該株式を取得したことに

より当連結会計年度より連結子会社に

含めることにいたしました。 

(2)非連結子会社の名称等 

㈱遠雷 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

なお、持分法を適用しない非連結子会

社は（株）遠雷であります。 

この持分法非適用子会社は、中間純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がない

ため持分法から除外しております。 

 

 

２．持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社株式会社遠雷について

は、中間純損益（持分に見合う額）及び

 利益剰余金（持分に見合う額）に及ぼす

 影響が軽微であるため、持分法を適用し

ておりません。 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社株式会社遠雷について

は、連結純損益及び利益剰余金に及ぼす

影響が軽微であるため、持分法を適用し

ておりません。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

㈱ノ―ブルコミュニケ―ション及び㈱

ＩＪＴの中間決算日は９月３０日であり

ます。 

中間連結財務諸表の作成に当たって、

中間連結決算日現在で実施した仮決算に

基づく中間財務諸表を使用しておりま

す。 

 

 

 

 

 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

㈱ノ―ブルコミュニケ―ションの中間

決算日は９月３０日であります。 

中間連結財務諸表の作成に当たって、

中間連結決算日現在で実施した仮決算に

基づく中間財務諸表を使用しておりま

す。 

 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

㈱ノ―ブルコミュニケ―ションの決

算日は３月３１日であります。 

連結財務諸表の作成に当たって、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。 

 

 



 

 

 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

４.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法

により算出） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

４.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

子会社株式 

同    左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 

同    左 

 

 

時価のないもの 

同    左 

４.会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

子会社株式 

同    左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算出） 

時価のないもの 

同    左 

②たな卸資産 

商   品 

移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

商   品 

同    左 

②たな卸資産 

商   品 

同    左 

店 舗 食 材 

仕入食材 

最終仕入原価法 

工場加工食材 

総平均法による原価法 

店 舗 食 材 

仕入食材 

同    左 

工場加工食材 

同    左 

店 舗 食 材 

仕入食材 

同    左 

工場加工食材 

同    左 

原 材 料 

移動平均法による原価法 

原 材 料 

同    左 

原 材 料 

同    左 

貯 蔵 品 

移動平均法による原価法 

貯 蔵 品 

同    左 

貯 蔵 品 

同    左 

 



 

 

 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法 

なお、平成10年4月1日以降取得した建

物（建物附属設備は除く）については定

額法 

ただし、取得価額10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については、３年

間均等償却 

なお、耐用年数および残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

ただし、事業用定期借地権契約による

借地上の建物については、耐用年数を借

地期間、残存価額を零としております。 

 

②無形固定資産 

定額法 

なお、償却年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

 

 

 

 

③長期前払費用 

均等償却 

なお、償却期間について、法人税法に

規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産 

 

同    左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②無形固定資産 

定額法 

なお、償却年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

 

③長期前払費用 

 

同    左 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産 

 

同    左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②無形固定資産 

 

同    左 

 

 

 

 

 

 

③長期前払費用 

 

同    左 

 

(3)重要な繰延資産の処理方法 

①新株発行費 

商法施行規則に規定する最長期間（3

年間）で均等償却しております。 

②社債発行費 

商法施行規則に規定する最長期間（3

年間）で均等償却しております。 

 

(3)重要な繰延資産の処理方法 

①新株発行費 

同    左 

 

②社債発行費 

      同    左 

 

 

(3)重要な繰延資産の処理方法 

①新株発行費 

同    左 

 

②社債発行費 

      同    左 

 

 



 

 

 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

(4)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

 

 

(4)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 

同    左 

 

(4)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 

同    左 

②賞与引当金 

従業員へ支給する賞与の支出に備え

るため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

 

 

②賞与引当金 

同    左 

②賞与引当金 

同    左 

 

(5)重要なリ―ス取引の処理方法 

リ―ス物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リ―ス取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 

 

(5)重要なリ―ス取引の処理方法 

同    左 

 

(5)重要なリ―ス取引の処理方法 

同    左 



 

 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処理

を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

借入金の利息 

③ヘッジ方針 

当社の社内規程に基づき、借入金に係

る金利変動リスクをヘッジする事を目

的として、実需の範囲内でデリバティブ

取引を利用する方針であります。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であるため、有効性の評

価は省略しております。 

 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同    左 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同    左 

ヘッジ対象 

同    左 

③ヘッジ方針 

同    左 

 

 

 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

同    左 

 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同    左 

 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同    左 

ヘッジ対象 

同    左 

③ヘッジ方針 

同    左 

 

 

 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

同    左 

(7)その他の中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

(7)その他の中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同    左 

 

(7)その他の連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

同    左 

 

５.中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヵ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。 

 

 

５.中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

同    左 

 

５.連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

同    左 

 

 



 

 

 

会計方針の変更 

 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第6号）を適用しております。 

これにより税金等調整前中間純損失

は574,059千円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づき

当該各資産の金額から直接控除してお

ります。 

 

 

 

 

 

 追加情報 

 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「役員賞与に 

関する会計基準」（企業会計基準委員会 

企業会計基準第４号 平成17年11月29 

日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありま 

せん。 

 

 



 

 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年4月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年4月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年10月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

416,896千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおり

であります。 

預   金    200,235 千円 

土   地    374,848 

 建物及び構築物  178,076   

計    753,160 

 

 

上記に対応する債務は次のとおりで 

あります。 

短期借入金    242,000 千円 

長期借入金    126,000 

 債務保証     500,000   

計    868,000 

 

 

 
３ 設備投資資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。この契約に

基づく当中間連結会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

 

 貸出コミットメントの総額 200,000千円 

 借入実行残高   200,000   

差 引 額     ― 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

494,524千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおり

であります。 

現金及び預金   200,251 千円 

建物及び構築物  247,490 

土   地    374,848 

 建設仮勘定      200   

                 

計    822,790 

 

上記に対応する債務は次のとおりで

あります。 

短期借入金    346,000 千円 

長期借入金    480,000 

 社債に係る銀行保証債務  450,000   

計   1,276,000   

 

 

 

３ 

 

 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

446,685千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおり

であります。 

現金及び預金   200,243 千円 

建物及び構築物  159,014 

 土  地     374,848   

計    734,105 

 

 

上記に対応する債務は次のとおりで

あります。 

短期借入金    272,000 千円 

長期借入金    105,000 

 社債に係る銀行保証債務  475,000   

計    852,000 

 

 

 

３ 設備投資資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。この契約に

基づく当期末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 

 貸出コミットメントの総額 200,000千円 

 借入実行残高    30,000   

差 引 額   170,000 

 



 

 

（中間連結損益計算書関係） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

 

 

 

 

 

※１ 固定資産除却損は、建物附属設備

706千円、工具器具備品188千円であり

ます。 

※２ 店舗整理損は、不採算店舗の閉鎖に

伴う損失であります。その内訳は次の

通りであります。 

固定資産除却損    7,663 千円 

前払リ－ス料     1,607 

リース未払金     9,642 

修復工事代      5,000 

 建物賃貸契約解除違約金  8,820 

合   計    32,732 

※３ 固定資産売却益は、車両運搬具658

千円であります。 

※４ 減損損失 

当社グループは、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位として店舗を基本

単位として、また将来の使用が見込まれ

ていない遊休不動産については物件単

位毎にグルーピングしております。 

当社グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

用 途 種 類 場 所 減損損失額

通信事業資

産 

建物及び土

地等 

仙台市他

(５店舗)

15,487

千円

飲食事業資

産 

建物、構築

物及びリー

ス資産等

仙台市他

(８店舗)

516,202

千円

上記グループにつきましては、収益性

が著しく低下した店舗について、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上い

たしました。 

減損損失の内容は、土地 15,056 千円、

建物 388,882 千円、構築物 31,789 千円、

工具器具備品 13,435 千円、無形固定資

産 6,583 千円、前払費用 17,901 千円、

長期前払費用 22,811 千円、リース資産

減損勘定 35,231 千円であります。 

当資産グループの回収可能価額は使

用価値により測定しており、将来キャッ

シュ・フローを 4％で割り引いて算定し

ております。 

次に当社は、以下の遊休不動産につい

て減損損失を計上いたしました。 

用 途 種 類 場 所 減損損失額

遊休 土地 仙台市 42,369

千円

上記の土地については、業容拡大によ

る従業員の福利厚生面の充実のための

社員寮を建設予定にしておりましたが、

その後の経営状況に応じ、当初計画は中

止となり、今後の利用計画も無く、地価

も下落しているために、減損損失を認識

いたしました。 

  遊休不動産の回収可能価額は、正味売

却価額により測定しております。 

※６ 過年度損益修正益 

過年度の不適切な取引及び会計処理

に係る過年度訂正額であります 

※１ 固定資産除却損は、工具器具備品

646千円であります。 

 

※２ 店舗整理損は、不採算店舗の閉鎖に

伴う損失であります。その内訳は次の

通りであります。 

固定資産除却損   54,350 千円 

撤去費用      10,000 

リース解約違約金  22,978 

 建物賃貸契約解除違約金  4,450 

合   計    91,779 

 



 

 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成 17 年４月 3０日現在） 

 
現金及び預金勘定  1,211,945 千円 

預入期間が３ヵ月を △300,235 

超える定期預金         

現金及び現金同等物  911,709  

 

 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成 18 年４月 3０日現在）

 

現金及び預金勘定   1,163,319 千円 

預入期間が３ヵ月を  △200,251 

超える定期預金          

現金及び現金同等物    963,067  

 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成 17 年 10 月 31 日現在）

 
現金及び預金勘定       1,720,630 千円 

預入期間が３ヵ月を    △200,243  

超える定期預金               

現金及び現金同等物     1,520,388  

 

 



 

 

（リ ー ス 取 引 関 係         ） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

中間期 

末残高 

相当額 

有形固定資産 

その他 

(工具器具備

品) 

千円 

488,056 

千円 

215,129 

千円 

272,927 

有形固定資産 

その他 

(機械装置) 

37,463 9,433 28,029 

無形固定資産 

(ソフトウェ

ア) 

195 140 54 

合計 525,715 224,704 301,011 

 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

減損損失

累計額

相当額

中間期

末残高

相当額

有形固

定資産 

その他 
(工具器

具備品) 

千円

482,330

千円

265,720

千円

46,333

千円

170,276

有形固

定資産 

その他 
(機械装

置) 

23,138 11,084 3,951 8,101

無形固

定資産 
(ソフト

ウェア) 

195 195 - -

合 計 505,663 277,000 50,285 178,378

 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額 

 取得価額 

相当額 

減価償却

累計額

相当額

期末残高

相当額

工具器具 

備品 

千円 

485,415 

千円

254,091

千円

231,324

機械装置  41,463 14,745 26,717

ソフトウェア 195 173 21

合計 527,074 269,010 258,063

 

 

②未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内        122,622 千円 

１年超        152,066 千円 

 合計         274,689 千円 

 

②未経過リース料中間期末残高相当額及びリ

ース資産減損勘定中間期末残高 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内       72,408 千円 

１年超       87,163 千円 

 合計       159,572 千円 

リース資産減損勘定中間期末残高 

 6,863 千円 

②未経過リース料期末残高相当額 

１年内       113,735 千円 

１年超       118,131 千円 

 合計       231,866 千円 

 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料      79,724 千円 

減価償却費相当額   78,710 千円 

支払利息相当額    3,935 千円 

 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 
支払リース料      41,718 千円 

リース資産減損勘定の取崩額 

   27,328 千円 

減価償却費相当額   39,799 千円 

支払利息相当額    2,590 千円 

減損損失          34,191 千円 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料     153,465 千円 

減価償却費相当額  148,325 千円 

支払利息相当額    8,785 千円 

 

④減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

④減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

⑤利息相当額の算定方法 

同    左 

 

 

 

⑤利息相当額の算定方法 

同      左 

 

 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 121,176 千円 

１年超 1,680,247 千円 

合 計 1,801,423 千円  

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 140,616 千円 

１年超 2,024,711 千円 

合 計 2,165,327 千円 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 142,968 千円 

１年超 1,987,139 千円 

合 計 2,130,107 千円 

 



 

 

 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成 17 年 4 月 30 日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

区   分 取得原価 
中間連結貸借対照表 

計 上 額 
差  額 

① 株       式 595,000 595,000 ― 

② 債       券 ― ― ― 

③ そ の 他 170,913 170,946 32 

        計 765,913 765,946 32 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位：千円） 

内   容 
中間連結貸借対照表 

計 上 額 

（１）子会社及び関連会社株式  

① 子 会 社 株 式 10,000 

計 10,000 

（２）その他有価証券  

① 割 引 金 融 債 199,934 

計 199,934 

 

 

当中間連結会計期間末（平成 18 年 4 月 30 日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

区   分 取得原価 
中間連結貸借対照表 

計 上 額 
差  額 

① 株       式 1,307,875 1,223,276 △84,599 

② 債       券 100,000 95,447 △4,553 

③ そ の 他 70,730 70,735 5 

        計 1,478,605 1,389,458 △89,147 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位：千円） 

内   容 
中間連結貸借対照表 

計 上 額 

（１）子会社及び関連会社株式  

① 子 会 社 株 式 10,000 

計 10,000 

（２）その他有価証券  

① 割 引 金 融 債 129,950 

計 129,950 

 

 



 

 

 

前連結会計年度末（平成 17 年 10 月 31 日） 

１．時価のある有価証券 

（単位：千円） 

区   分 取得原価 
連結貸借対照表 

計 上 額 
差  額 

① 株       式 ― ― ― 

② 債       券 ― ― ― 

③ そ の 他 170,959 170,944 △14 

        計 170,959 170,944 △14 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位：千円） 

内   容 
連結貸借対照表 

計 上 額 

（１）子会社及び関連会社株式  

① 子 会 社 株 式 10,000 

計 10,000 

（２）その他有価証券  

① 割 引 金 融 債 129,970 

計 129,970 

 

 

 

 

 

 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成 16 年 11 月 1日 至平成 17 年 4 月 30 日） 

当社が利用しているデリバティブ取引は、全て金利スワップの特例処理をしているため、注記の対象から除いております。 

 

当中間連結会計期間（自平成 17 年 11 月 1日 至平成 18 年 4 月 30 日） 

当社が利用しているデリバティブ取引は、全て金利スワップの特例処理をしているため、注記の対象から除いております。 

 

前連結会計年度（自平成 16 年 11 月 1 日 至平成 17 年 10 月 31 日） 

当社が利用しているデリバティブ取引は、全て金利スワップの特例処理をしているため、注記の対象から除いております。 

 

 

 

 

 



 

 

(セグメント情報) 

（1）事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成１６年１１月１日 至 平成１７年４月３０日） 

 通信事業 

（千円） 

飲食事業 

（千円） 

不動産賃貸事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益 

 売上高 

 (1)外部顧客に 

  対する売上高 

(2)セグメント間の

内部売上高又は振替高 

 

 

1,757,190 

 

― 

945,938

―

99,128

―

2,802,256

―

 

 

― 

 

― 

2,802,256

―

計 1,757,190 945,938 99,128 2,802,256 ― 2,802,256

 営業費用 1,527,969 1,090,176 44,062 2,662,208 24,810 2,687,018

 営業利益又は 

 営業損失（△） 
229,220 △144,238 55,066 140,048 (24,810) 115,237

（注）１．事業区分の方法 

     事業区分は、製品の種類・性質・市場の類似性を考慮して決定しております。 

   ２．各区分に属する主要な事業の内容 

(1)通信事業・・・・移動体通信端末の販売、移動体通信サービスの契約取次、ブロードバンドサービスの契

約取次、コールセンターによるテレマーケティング事業 

(2)飲食事業・・・・直営方式での焼肉店舗と和食店舗の運営 

(3)不動産賃貸事業・自社所有による不動産賃貸業 

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（24,810 千円）の主なものは、総務、経 

理部門等の管理部門に係る費用であります。 

 

 

 当中間連結会計期間（自 平成１７年１１月１日 至 平成１８年４月３０日） 

 通信事業 

（千円） 

飲食事業 

（千円） 

不動産賃貸事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益 

 売上高 

(1)外部顧客に 

対する売上高 1,990,083 759,994 114,108 2,864,186 ― 2,864,186

(2)

セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 ― ― ― ― ― ―

計 1,990,083 759,994 114,108 2,864,186 ― 2,864,186

 営業費用 2,060,024 896,979 48,100 3,005,104 42,252 3,047,357

 営業利益又は 

 営業損失（△） 
△69,940 △136,984 66,007 △140,918 (42,252) △183,171

（注）１．事業区分の方法 

    事業区分は、製品の種類・性質・市場の類似性を考慮して決定しております。 

  ２．各区分に属する主要な事業の内容 

(1)通信事業・・・・移動体通信端末の販売、移動体通信サービスの契約取次、ブロードバンドサービスの契約

取次、コールセンターによるテレマーケティング事業 

(2)飲食事業・・・・直営方式での焼肉店舗と和食店舗の運営 

(3)不動産賃貸事業‥自社社有による不動産賃貸業 

  ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（42,252 千円）の主なものは、総務、経理

部門等の管理部門に係る費用であります。 



 

 

前連結会計年度（自 平成１６年１１月１日 至 平成１７年１０月３１日） 

 通信事業 

（千円） 

飲食事業 

（千円） 

不動産賃貸事業

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益 

 売上高 

(1)外部顧客に 

対する売上高 

(2)

セグメント間の内部 

  売上高又は振替高 

 

 

 

3,909,191 

 

― 

1,913,191

―

226,214

―

6,048,597

―

 

 

 

― 

 

― 

6,048,597

―

計 3,909,191 1,913,191 226,214 6,048,597 ― 6,048,597

 営業費用 3,609,322 2,288,158 161,107 6,058,588 58,131 6,116,720

 営業利益又は 

 営業損失（△） 
299,868 △374,966 65,107 △9,991 (58,131) △68,122

（注）１．事業区分の方法 

    事業区分は、製品の種類・性質・市場の類似性を考慮して決定しております。 

  ２．各区分に属する主要な事業の内容 

(1)通信事業・・・・移動体通信端末の販売、移動体通信サービスの契約取次、ブロードバンドサービスの契約

取次、コールセンターによるテレマーケティング事業 

(2)飲食事業・・・・直営方式での焼肉店舗と和食店舗の運営 

(3)不動産賃貸事業‥ショッピングモールのテナントからの賃貸収入事業 

  ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（58,131 千円）の主なものは、総務、経理

部門等の管理部門に係る費用であります。 

 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成 16 年 11 月 1 日 至 平成 17 年 4月 30 日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成 17 年 11 月 1 日 至 平成 18 年 4月 30 日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、当該事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成 16 年 11 月 1 日 至 平成 17 年 10 月 31 日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成 16 年 11 月 1 日 至 平成 17 年 4月 30 日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成 17 年 11 月 1 日 至 平成 18 年 4月 30 日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成 16 年 11 月 1 日 至 平成 17 年 10 月 31 日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 



 

 

（１株当たり情報） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

１株当たり純資産額 157,531 円 80 銭 

１株当たり中間純利益金額 1,415 円 75 銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

 

 

 

１株当たり純資産額 124,824 円 15 銭

１株当たり中間純損失金額 33,146 円 74 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中間

純損失が計上されているため記載してお

りません。 

 

１株当たり純資産額 163,668 円 45 銭 

１株当たり当期純利益金額 7,717 円 99 銭 

潜在株式調整後１株当たり 7,716 円 29 銭 

当期純利益金額 

 

（注）1株当たり中間（当期）純利益又は純損失金額並びに潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

（単位：千円） 

 前中間連結会計期間 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日）

当中間連結会計期間 

(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前連結事業年度 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日)

 
1株当たり中間（当期）純利益又は純損失金額 
 

   

中間（当期）純利益又は純損失（△） 24,800 △633000 140,166 

普通株主に帰属しない金額 ― ― ― 

（うち利益処分による役員賞与金） （―） （―） （―） 

普通株式に係る中間（当期）純利益又は
純損失（△） 

24,800 △633,000 140,166 

期中平均株式数（株） 17,517 19,097 18,161 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額 ― ― ― 

普通株式増加数（株） ― ― 4 

（うち新株予約権） （―） （―） （4） 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成 17 年 1 月 28 日 

（新株予約権 727 個） 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成 18 年 1 月 26 日 

（新株予約権 1,500 個） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

― 

 

新株予約権付社債 

新株予約権付社債 2,674 個 

 

― 

 



 

 

 

（重要な後発事象） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日） 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 

 
前連結会計年度 

（自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．当社は、商法第280条ノ20および第280

条ノ21の規定に基づき、ストックオプシ

ョンとして新株予約権を発行すること

を、平成18年1月26日開催の第13回定時株

主総会で決議いたしました. 

①新株予約権の割当てを受ける者 

当社及び当社子会社の取締役、監査

役、従業員及び従業員として採用を予

定する者 

②新株予約権の目的となる株式の種類お

よび数 

当社普通株式1,500株を上限とする。

③新株予約権の数 

1,500個を上限とする。 

④新株予約権の発行価額 

無償で発行するものとする。 

⑤新株予約権を行使することができる期

間 

平成20年1月27日から平成22年1月26日

まで 

 



 

 

５．生産、仕入及び販売の状況 

(1) 生産実績 

  （単位：千円）

  期  別 
 
部  門  別 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 前年同期比

前中間連結会計期間  
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 前年同期比

通信事業 － －% － －%

飲食事業 70,399 38.9 180,819 － 

不動産賃貸事業 － － － － 

合 計 70,399 38.9 180,819 － 

 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 商品仕入実績 

  （単位：千円）

  期  別 
 
部  門  別 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 前年同期比

前中間連結会計期間  
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 前年同期比

通信事業 841,509 124.8% 674,165 －%

飲食事業 237,414 96.1 247,173 － 

不動産賃貸事業 － － － － 

合 計 1,078,923 117.1 921,338 － 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3)受注状況 

 当社は見込み生産を行っておりますので、受注状況については記載すべき事項はありません。 

 

(3) 販売実績 

  （単位：千円）

  期  別 
 
部  門  別 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日） 前年同期比

前中間連結会計期間 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 前年同期比

通信事業 1,990,083 113.3% 1,757,190 －%

飲食事業 759,994 80.3 945,938 － 

不動産賃貸事業 114,108 115.1 99,128 － 

合 計 2,864,186 102.2 2,802,256 － 

（注）１．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

(単位：千円) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 
相  手  先 

金  額 割  合 金  額 割  合 

ボーダフォン株式会社 866,528 30.3% 708,953 26.2％

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 



 

 

平成 18 年 10 月期 個別中間財務諸表の概要 平成 18 年 6 月 15 日 

 

上 場 会 社 名  株式会社京王ズ 上場取引所     東証マザーズ 

コ ー ド 番 号  3731 本社所在都道府県  宮城県 

（ＵＲＬ  http://www.keiozu.co.jp ） 

代  表  者  役職名 代表取締役社長    氏名 佐々木 英輔 

問合せ先責任者  役職名 取締役経営企画室長  氏名 深野 道照  ＴＥＬ (022)722－0333 

決算取締役会開催日 平成 18 年 6月 15 日     中間配当制度の有無   有 

中間配当支払開始日 平成 - 年 -月  -日     単元株制度採用の有無 無 
 
１．18 年 4月中間期の業績（平成 17 年 11 月 1 日～平成 18年 4 月 30 日） 

(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

18 年 4 月中間期 

17 年 4 月中間期 

2,173  1.6

2,138 △11.1

△60   －

△84   －

21   － 

△61   － 

17 年 10 月期 4,419 △340 291 
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 
 

 百万円   ％ 円   銭

18 年 4 月中間期 

17 年 4 月中間期 

△522   －

△45   －

△27,345   64 

△2,624   05 
 

17 年 10 月期 129 7,154   96  
(注) ①期中平均株式数 18 年 4 月中間期 19,097 株 17 年 4 月中間期 17,517 株 17 年 10 月期 18,161 株 

②会計処理の方法の変更   無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 
 

円   銭 円   銭

18 年 4 月中間期 

17 年 4 月中間期 

0   00 

0   00 

 

 

 

17 年 10 月期  1,000 00 
 
(3)財政状態 

 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 

18 年 4 月中間期 

17 年 4 月中間期 

5,772 

5,313 

2,666

2,871

46.2

54.0

128,774   95 

152,769   67 

17 年 10 月期 5,059 3,047 60.2 162,127   49 
(注) ①期末発行済株式数 18年4月中間期 20,710株 17年4月中間期 18,795株 17年10月期 18,795株 

②期末自己株式数  18年4月中間期   0株 17年4月中間期  － 株 17年10月期  － 株 
 
２．18 年 10 月期の業績予想（平成 17 年 11 月 1 日～平成 18年 10 月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通 期 4,800 80 △771 0  00 0  00
      

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  △37,228 円 39 銭 

 

 

 
※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したものであります。 

 実際の業績は、今後、様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 



  

 

中間財務諸表等 

中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 
 

前中間会計期間末 

(平成17年4月30日現在) 

当中間会計期間末 

(平成18年4月30日現在) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年10月31日現在) 

区 分 
注記

番号
金 額 (千円) 

構成比

(%)
金 額 (千円) 

構成比 

(%)
金 額 (千円) 

構成比

(%)

（資産の部） 

Ⅰ 流動資産 

１．現金及び預金 

２．売掛金 

３．有価証券 

４．たな卸資産 

５．その他 

貸倒引当金 

※２

 

 

900,222 

173,326 

370,880 

56,317 

202,133 

△182 

972,360

216,278

200,685

53,467

273,043

△228

 

 

1,331,195 

217,403 

300,915 

44,738 

112,325 

△221 

流動資産合計  1,702,697 32.1 1,715,608 29.7  2,006,357 39.7

 

Ⅱ 固定資産 

１．有形固定資産 

（１）建物 

（２）土地 

（３）その他 

※１

※２

※２

※２

 

 

 

984,181 

596,410 

172,681 

700,778

538,984

48,028

 

 

 

948,652 

596,410 

210,291 

有形固定資産合計 

２．無形固定資産 

３．投資その他の資産 

（１）投資有価証券 

（２）関係会社株式 

（３）長期貸付金 

（４）役員並びに役員保

有会社に対する金

銭債権 

（５）敷金・保証金 

（６）その他 

貸倒引当金 

1,753,272 

13,042 

 

595,000 

304,000 

415,299 

－ 

 

 

261,774 

245,701 

－ 

 

1,287,790

15,179

1,318,723

304,000

295,460

364,898

222,513

230,708

△154

1,755,353 

23,024 

 

－ 

304,000 

431,218 

－ 

 

 

274,125 

248,279 

－ 

投資その他の資産合計 1,821,775 2,736,149 1,257,623 

固定資産合計  3,588,091 67.5 4,039,119 70.0  3,036,001 60.0

Ⅲ 繰延資産  22,799 0.4 18,160  0.3  17,377 0.3

資 産 合 計  5,313,588 100.0 5,772,889 100.0  5,059,737 100.0

   

 



  

 

  
前中間会計期間末 

(平成17年4月3 0日現在) 

当中間会計期間末 

(平成18年4月30日現在) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成17年10月31日現在) 

区 分 
注記 

番号 
金 額 (千円) 

構成比

(%)
金 額 (千円) 

構成比 

(%) 
金 額 (千円) 

構成比

(%)

（負債の部） 

Ⅰ 流動負債 

１．買掛金 

２．短期借入金 

３．一年以内返済予定 

   長期借入金 

４．一年以内償還予定社債 

５．未払金 

６．賞与引当金 

７．その他 

 

 

 

※２ 

 

※２ 

 

 

 

※４ 

 

 

217,553 

200,000 

 

362,800 

110,000 

464,295 

5,100 

82,934 

205,280

200,000

570,250

110,000

225,741

10,435

68,468

  

 

240,031 

230,000 

 

365,250 

110,000 

193,090 

12,000 

104,089 

  流動負債合計 

Ⅱ 固定負債 

１．社債 

２．新株予約権付社債 

３．長期借入金 

４．その他 

 

 

 

 

※２ 

 

 

 

590,000 

－ 

350,250 

59,349 

1,442,683 27.2

480,000

350,000

780,000

105,784

1,390,175 24.1  

 

535,000 

－ 

122,400 

100,690 

1,254,460 24.8

固定負債合計   999,599 18.8 1,715,784 29.7  758,090 15.0

負債合計   2,442,282 46.0 3,105,959 53.8  2,012,551 39.8

 

（資本の部） 

Ⅰ 資本金 

Ⅱ 資本剰余金 

 １．資本準備金 

  

1,399,925

1,364,025

26.3 1,524,926

1,489,023

 

 

26.4 

 

 

 

1,399,925

1,364,025

27.6

  資本剰余金合計 

Ⅲ 利益剰余金 

 １．利益準備金 

 ２．任意積立金 

 ３．中間未処理損失(△)又は 

当期未処分利益 

  1,364,025

4,360

140,000

△37,023

25.7 1,489,023

4,360

140,000

△402,128

25.8  1,364,025

4,360

140,000

138,884

27.0

  利益剰余金合計 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

Ⅴ 自己株式 

  107,336

18

－

2.0

0.0

－

△257,768

△89,149

△103

△4.5 

△1.5 

△0.0 

 283,244

△8

－

5.6

△0.0

－

資本合計   2,871,306 54.0 2,666,929 46.2  3,047,186 60.2

負債及び資本合計   5,313,588 100.0 5,772,889 100.0  5,059,737 100.0

  9,999,999 9,999,999  9,999,999 



  

 

②中間損益計算書 

 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年11月 1日 

至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年11月 1日 

至 平成18年 4月30日) 

前事業年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成16年11月 1日 

至 平成17年10月31日) 

区 分 
注記 

番号 
金 額 (千円) 

百分比

(%) 
金 額 (千円) 

百分比 

(%) 
金 額 (千円) 

百分比

(%) 

Ⅰ 売上高 

Ⅱ 売上原価 

  2,138,841

1,336,354

100.0

62.5

2,173,353

1,445,504

100.0 

66.5 

 

 

4,419,186

2,798,456

100.0

63.3

売上総利益   802,486 37.5 727,848 33.5  1,620,729 36.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費   886,963 41.5 778,406 36.3  1,961,670 44.4

営業損失(△)   △84,477 △4.0 △60,557 △2.8  △340,941 △7.7

Ⅳ 営業外収益  ※１  41,756 2.0 106,067 4.9  672,010 15.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  19,174 0.9 24,090 1.1  39,993 1.0

経常利益又は経常損失(△)   △61,895 △2.9 21,419 1.0  291,075 6.6

Ⅵ 特別利益  ※３  24,406 1.1 73,866 3.4  24,406 0.6

Ⅶ 特別損失 ※４  － － 610,439 28.1  98,432 2.2

 税引前中間純損失(△)又は 

 税引前当期純利益 

  △37,489 △1.8 △515,153 △23.7  217,049 5.0

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

7,913 

563 8,477 0.4

7,069

△6 7,063

 

0.3 

25,954 

61,153 87,108 2.0

 中間純損失(△)又は当期純利益   △45,966 △2.2 △522,217 △24.0  129,941 3.0

前期繰越利益   8,943 120,089   8,943

中間未処理損失(△) 

又は当期未処分利益 

  △37,023 △402,128   138,884

  99,999,999 99,999,999 99,999,999 99,999,999  99,999,999 99,999,999



  

 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日) 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

１.資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算出） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同    左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同    左 

 

時価のないもの 

同    左 

子会社株式 

同    左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算出） 

 

時価のないもの 

同    左 

（2）たな卸資産 （2）たな卸資産 （2）たな卸資産 

商   品 

移動平均法による原価法 

商   品 

同    左 

商   品 

同    左 

店 舗 食 材 

仕入食材 

最終仕入原価法 

工場加工食材 

総平均法による原価法 

店 舗 食 材 

仕入食材 

同    左 

工場加工食材 

同    左 

店 舗 食 材 

仕入食材 

同    左 

工場加工食材 

同    左 

原 材 料 

移動平均法による原価法 

原 材 料 

同    左 

原 材 料 

同    左 

貯 蔵 品 

移動平均法による原価法 

 

貯 蔵 品 

同    左 

貯 蔵 品 

同    左 

２.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法 

なお、平成10年4月1日以降取得した

建物（建物附属設備は除く）について

は定額法 

ただし、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産については、

３年間均等償却 

なお、耐用年数および残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

ただし、事業用定期借地権契約によ

る借地上の建物については、耐用年数

を借地期間、残存価額を零としており

ます。 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

 

同    左 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

 

同    左 

 



  

 

前中間会計期間 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日) 

(２)無形固定資産 

定額法 

なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

 

 

 

 

 

(３)長期前払費用 

均等償却 

なお、償却期間について、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

 

(２)無形固定資産 

定額法 

なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間

（5年）に基づいております。 

 

 

(３)長期前払費用 

 

同    左 

 

(２)無形固定資産 

 

同    左 

 

 

 

 

 

 

 

(３)長期前払費用 

 

同    左 

 

 

３.繰延資産の処理方法 

(1)新株発行費 

商法施行規則に規定する最長期間（3

年間）で均等償却しております。 

(2)社債発行費 

商法施行規則に規定する最長期間（3

年間）で均等償却しております。 

 

３.繰延資産の処理方法 

(1)新株発行費 

同    左 

 

(2)社債発行費 

同    左 

 

３.繰延資産の処理方法 

(1)新株発行費 

同    左 

 

(2)社債発行費 

同    左 

 

４.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

 

４.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

 

 

同    左 

 

４.引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

 

 

同    左 

(2)賞与引当金 

従業員へ支給する賞与の支出に備え

るため、支給見込額に基づき計上して

おります。 

 

(2)賞与引当金 

同    左 

(2)賞与引当金 

同    左 

 

５．リ―ス取引の処理方法 

リ―ス物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リ―ス取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

５．リ―ス取引の処理方法 

 

同    左 

 

５．リ―ス取引の処理方法 

 

同    左 



  

 

前中間会計期間 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日) 

６．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

 借入金の利息 

(3)ヘッジ方針 

当社の社内規程に基づき、借入金に

係る金利変動リスクをヘッジする事を

目的として、実需の範囲内でデリバテ

ィブ取引を利用する方針であります。 

(4)ヘッジ有効性の評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重

要な条件が同一であるため、有効性の

評価は省略しております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

 

同    左 

 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同    左 

ヘッジ対象 

同    左 

(3)ヘッジ方針 

同    左 

 

 

 

 

(4)ヘッジ有効性の評価の方法 

同    左 

 

６．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

  

同    左 

 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同    左 

ヘッジ対象 

同    左 

(3)ヘッジ方針 

同    左 

 

 

 

 

(4)ヘッジ有効性の評価の方法 

同    左 

７．その他の中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

 

７．その他の中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

同    左 

 

７．その他の財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

同    左 

 

 
 



  

 

 

会計方針の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日) 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これにより税引前中間純損失は574,059

千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき当該各

資産の金額から直接控除しております。 

 

 

 

 

 

 

表示方法の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において、投資その他の資産の「その他」に

含めて表示しておりました「関係会社株式」（前中間会計期間

10,000千円）については資産総額の100分の５超となったため、

当中間会計期間より区分掲記しております。 

 

 

                    

 

 

追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日) 

 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間から「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 企業会

計基準第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

 

 

 

 

 



  

 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成17年4月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年4月30日） 

前事業年度末 

（平成17年10月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

415,306千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであ

ります。 

預   金     200,235 千円 

土   地     374,848 

建   物     177,862 

   構 築 物       213   

       計     753,160 

 

 

担保付債務は次のとおりであります。 

   短期借入金   200,000 千円 

      一年以内返済   42,000 

予定長期借入金 

長期借入金    126,000 

   債務保証    500,000    

       計   868,000   

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

484,986千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおり

であります。 

   預  金     200,251 千円 

  土  地     374,848 

建物       247,039 

構築物        451 

 建設仮勘定      200 

                 

          計    822,789 

 

  担保付債務は次のとおりであります。

   短期借入金   200,000 千円 

   一年以内返済   146,000 

予定長期借入金   

長期借入金   480,000 

   社債に係る銀行保証債務 450,000      

       計  1,276,000   

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

446,685千円 

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおり

であります。 

現金及び預金   200,243 千円 

建物       159,014 

土  地      374,848      

          計    734,105 

 

   

 

担保付債務は次のとおりであります。 

 短期借入金   230,000 千円 

      一年以内返済   42,000 

予定長期借入金 

長期借入金      105,000 

 社債に係る銀行保証債務  475,000     

       計   852,000 

 

 ３ 

 

 

 ３．偶発債務 

リース債務に対して、債務保証を行っ

ております。 

  株式会社ＩＪＴ   263,081千円 

      計     263,081 

 

 ３ 

 

 

 

※４ 消費税等の取扱い 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。 

 

 ５．当社においては設備投資資金の効率

的な調達を行うため取引銀行１行と貸出

コミットメント契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間期末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

 貸出コミットメントの総額 200,000千円 

借入実行残高   200,000   

差 引 額      － 

 

※４ 

同    左 

 

 

 

 

５. 

 

 

 

 

 

※４ 

同    左 

 

 

 

 

 ５．当社においては設備投資資金の効率

的な調達を行うため取引銀行１行と貸

出コミットメント契約を締結しており

ます。この契約に基づく当期末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

 貸出コミットメントの総額 200,000千円 

借入実行残高    30,000   

差 引 額    170,000 

 

 



  

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息      2,213 千円 

有価証券利息     128 

投資有価証券売却益 6,750 

業務手数料     28,463 

 

 

 

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息      6,894 千円 

社債利息      1,737 

投資有価証券売却損 2,600 

新株発行費償却   2,155 

社債発行費償却   3,266 

 

 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

賞与引当金等戻入  17,559 千円 

貸倒引当金戻入   6,847 

 

 

※４              

 

 

 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息      2,770 千円 

有価証券利息     182 

投資有価証券売却益 78,677 

業務手数料     21,754 

 

 

 

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息      7,449 千円 

社債利息      3,273 

支払手数料     4,868 

新株発行費償却   2,155 

社債発行費償却   4,507 

 

 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

店舗移転費助成金  3,648 千円 

過年度社会保険料修正益   2,639 

     過年度損益修正益  61,744 

資金受贈益     5,175 

 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損    894 千円 

店舗整理損    32,732 

減損損失     574,059 

 

 (1)固定資産除却損は、建物付属設備706

千円、工具器具備品188千円でありま

す。 

 

 (2)店舗整理損は、不採算店舗の閉鎖に

伴う損失であります。その内訳は次

の通りであります。 

 

固定資産除却損    7,663 千円 

前払リ－ス料     1,607 

リース未払金     9,642 

修復工事代      5,000 

 建物賃貸契約解除違約金  8,820 

合   計    32,732 

 

 

 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息       4,387 千円

有価証券利息      250 

受取配当金     54,000 

投資有価証券売却益 482,450 

業務手数料     120,379 

 クレジットカード手数料収入  2,065 

 

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息      17,476 千円

社債利息       5,790 

新株発行費償却    4,310 

社債発行費償却    6,533 

 

 

 

※３ 特別利益のうち主要なもの 

賞与引当金等戻入  17,559 千円

貸倒引当金戻入    6,847 

 

 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産除却損    646 千円 

店舗整理損     91,779 

たな卸資産廃棄損  6,006 

 

 (1)固定資産除却損は、工具器具備品646

千円であります。 

 

 

 (2)店舗整理損は、不採算店舗の閉鎖に

伴う損失であります。その内訳は次

の通りであります。 

 

固定資産除却損    54,350 千円 

撤去費用       10,000 

リース解約違約金   22,978 

建物賃貸契約解除違約金 4,450 

合   計    91,779 

 

 

 



  

 

 

前中間会計期間 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日) 

  (3)減損損失 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として店舗を基本単位として、ま

た将来の使用が見込まれていない遊休不

動産については物件単位毎にグルーピン

グしております。 

 当社は以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 減損損失額

通信事業

資産 

建物及

び 土 地 等

仙台市他

（５店舗）

15,487

千円

飲食事業

資産 

建物、構

築物及び

リース資

産等 

仙台市他

（８店舗）

516,202

千円

 上記グループにつきましては、収益性が

著しく低下した店舗について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上いたしまし

た。 

 減損損失の内容は、土地 15,056 千円、

建物 388,882 千円、構築物 31,789 千円、

工具器具備品 13,435 千円、無形固定資産

6,583 千円、前払費用 17,901 千円、長期前

払費用 22,811 千円、リース資産減損勘定

35,231 千円であります。 

 当資産グループの回収可能価額は使用

価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを 4％で割り引いて算定してお

ります。 

 次に当社は、以下の遊休不動産について

減損損失を計上いたしました。 

用 途 種 類 場 所 減損損失額

遊休 土地 仙台市 42,369

千円

 上記の土地については、業容拡大による

従業員の福利厚生面の充実のための社員

寮を建設予定にしておりましたが、その後

の経営状況に応じ、当初計画は中止とな

り、今後の利用計画も無く、地価も下落し

ているために、減損損失を認識いたしまし

た。 

 遊休不動産の回収可能価額は正味売却

価額により測定しております。 

 

 

  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産   84,217 千円 

無形固定資産    401 

 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産      50,109 千円 

   無形固定資産       1,262 

 

 ５ 減価償却実施額 

   有形固定資産     179,963 千円 

   無形固定資産       1,863 

 

 

 



  

 

 
（リ ー ス 取 引 関 係         ） 

前中間会計期間 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

 

 
取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

中間期末 

残 高 

相当額 

有形固定資産その

他(工具器具備品) 

千円 

488,056 

千円 

215,129 

千円 

272,927 

有形固定資産その

他(機械装置) 
37,463 9,433 28,029 

無形固定資産(ソフ

トウェア) 
195 140 54 

合計 525,715 224,704 301,011 

 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 

 取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

減損損失

累計額

相当額

中間期末

残 高

相当額

有形固定

資産その

他(工具器

具備品) 

千円

458,950

千円

264,551

千円

46,333

千円

148,065

有形固定

資産その

他(機械装

置) 

23,138 11,084 3,951 8,101

無形固定

資産(ソフ

トウェア)

195 195 - -

合計 482,283 275,831 50,285 156,167

 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

 取得価額 

相 当 額 

減価償却

累 計 額

相 当 額

期末残高

相 当 額

有形固定資産そ

の他(工具器具

備品) 

千円 

485,415 

千円

254,091

千円

231,324

有形固定資産そ

の他(機械装置) 
 41,463 14,745 26,717

無形固定資産

(ソフトウェア) 
195 173 21

合計 527,074 269,010 258,063

 

②未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内        122,622 千円 

１年超        152,066 千円 

 合計         274,689 千円 

 

②未経過リース料中間期末残高相当額及びリ

ース資産減損勘定中間期末残高 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内        67,873 千円 

１年超        72,720 千円 

 合計       140,594 千円 

リース資産減損勘定中間期末残高 

6,863 千円 

 

②未経過リース料期末残高相当額 

１年内       113,735 千円 

１年超       118,131 千円 

 合計       231,866 千円 

 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料      79,724 千円 

減価償却費相当額   78,710 千円 

支払利息相当額    3,935 千円 

 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 
支払リース料      36,610 千円 

リース資産減損勘定の取崩額 

   27,328 千円 

減価償却費相当額   38,630 千円 

支払利息相当額    1,884 千円 

減損損失          34,191 千円 

 

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料     153,465 千円 

減価償却費相当額  148,325 千円 

支払利息相当額    8,785 千円 

 

④減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

 

④減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

 

⑤利息相当額の算定方法 

同    左 

 

④減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

 

⑤利息相当額の算定方法 

同    左 

 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 121,176 千円 

１年超 1,680,247 千円 

合 計 1,801,423 千円 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 140,616 千円 

１年超 2,024,711 千円 

合 計 2,165,327 千円 

２．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 142,968 千円 

１年超 1,987,139 千円 

合 計 2,130,107 千円 



  

 

 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成 17 年 4月 30 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

当中間会計期間末（平成 18 年 4月 30 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

前事業年度末（平成 17 年 10 月 31 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

（１株当たり情報） 

前中間会計期間 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日) 

１株当たり純資産額 152,769 円 67 銭 

１株当たり中間純損失 2,624 円 05 銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、１株当たり中間純損

失が計上されており、また潜在株式がない

ため記載しておりません。 

 

 

 

１株当たり純資産額 128,774 円 95 銭

１株当たり中間純損失金額 27,345 円 64 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当たり中間

純損失が計上されているため記載してお

りません。 

 

１株当たり純資産額 162,127 円 49 銭

１株当たり当期純利益金額 7,154 円 96 銭

潜在株式調整後１株当たり 7,153 円 38 銭

当期純利益金額 

 

（注）1株当たり中間（当期）純利益又は純損失金額並びに潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

（単位：千円） 

 前中間会計期間 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日)

1株当たり中間（当期）純利益又は純損失金額    

中間（当期）純利益又は純損失（△） △45,966 △522,217 129,941 

普通株主に帰属しない金額 ― ― ― 

（うち利益処分による役員賞与金） （―） （―） （―） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
又は純損失（△） 

△45,966 △522,217 129,941 

期中平均株式数（株） 17,517 19,097 18,161 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額 ― ― ― 

普通株式増加数（株） ― ― 4 

（うち新株予約権） （―） （―） （4） 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成 17 年 1 月 28 日 

（新株予約権 727 個） 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成 18 年 1 月 26 日 

（新株予約権 1,500 個） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

― 

新株予約権付社債 

新株予約権付社債2,674個 

― 



  

 

 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年 4月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年11月 1日 
至 平成18年 4月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年11月 1日 
至 平成17年10月31日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．当社は、商法第280条ノ20および第280

条ノ21の規定に基づき、ストックオプション

として新株予約権を発行することの承認を

求める議案を、平成18年1月26日開催予定の

第13回定時株主総会に提案することを決議

いたしました. 

①新株予約権の割当てを受ける者 

当社及び当社子会社の取締役、監査役、従

業員及び従業員として採用を予定する者 

②新株予約権の目的となる株式の種類およ

び数 

当社普通株式 1,500 株を上限とする。 

③新株予約権の数 

1,500 個を上限とする。 

④新株予約権の発行価額 

無償で発行するものとする。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

平成 20年 1月 27 日から平成 22年 1月 26日

まで 

 

 
 




